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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、まず離島のソーシャルワーカーの研修の実態を把握することである。さら
にそれをふまえて、新たな専門的スキル・アップの研修プログラムをつくることであった。そのため研究方法は、利尻
島、大島、因島、佐渡島のソーシャルワーカーへのヒアリングと、そこでの研修プログラムの分析で行った。その成果
としては、離島のタイプ（本州とのアクセス、研修担当者の教育基盤、研修講師の確保など）によって、研修実態は多
様であることがわかった。そこで、そのタイプ別に研修体制とプログラムづくりを行うことが効果をもたらすと考える
。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to understand the actual condition of training for 
social workers in remote islands and to create new training programs improved professional skills. For 
that research methods are to interview to social workers in Rishiri Island, Oshima, Innoshima and Sado 
Island about training programs and to analysis them. As a result, we disclose that the actual condition 
of training is different depending on types of remote islands; accesses to the main island, educational 
base of training staffs, securing training lecturers, and so on. Therefore, this study concludes that it 
is effective to create the training system and programs by types of remote islands.
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１．研究開始当初の背景 
 本研究は、戦後の制度・政策の充実ととも
に、都市部だけでなく幅広い地域にわたり福
祉施設が作られ、施設職員の充実も図られる
ようになったことと関係している。また、20
年ほど前に比べると、社会福祉・精神保健福
祉士、介護福祉士などの国家資格や、介護支
援専門員などの公的資格、さらにスクールソ
ーシャルワーカーなどの認定資格もでき、職
能団体による研修が整備されてきた。それに
よって現場にいながらも、施設・機関の理解
と意欲があれば、いつでも研修やスーパービ
ジョンが受けられるようになった。 
 しかし、離島の施設・機関、あるいは限界
集落の施設・機関の職員は、そもそも職員の
人手不足や専門職の不足などの代替機能の
問題、研修地域へのアクセスの問題、研修費
用の問題など、他の地域とは違う特殊な状況
が山積している。それゆえ、近年、整備され
てきた研修に参加できにくい状況がある。そ
してその結果、離島や限界集落に住む福祉支
援を求めている利用者たちへの支援の質が、
低下してしまうリスクは高い。また、研修や
現任教育においても、離島などの問題を視野
に入れないプログラムやシステム研究にと
どまっているのが現状である。 
 
２．研究の目的 
 そこで本研究は、まだそれほど研究が進ん
でいないこの分野において、まず全国の特徴
的な離島へのヒアリング調査を行い、その現
状とシステム作りの課題を明らかにするこ
とを目的とした。 
 具体的には、以下の 8点の課題に取り組む
ことで、離島固有の研修プログラムと専門的
スキル・アップシステムの整備を目指したい
と考えた。 
  
 (1) 離島の地域性の分析 
 (2) 離島の福祉施設・機関の利用状況と職
員状況の把握 

 (3) 離島の福祉施設・機関の研修体制とそ
の状況の把握 

 (4) 離島のソーシャルワーカー固有の問題
や課題の分析 

 (5) 離島のタイプと研修の特徴の整理 
 (6) 研修プログラムの特徴の分析 
 (7) タイプ別の研修体制の提案 
 (8) 新たなスキル・アップのためのプログ
ラムの開発と導入の検討 

 
３．研究の方法 
 すでに先行研究をみても、社会福祉の分野
からの研究はほとんどない。そこで、隣接領
域も視野に入れて考えていきたい。また当初
は、研修体制とプログラムに焦点化するとい
う発想であったが、研究をすすめるうちに離
島の地域性によっても違うということがわ
かり、新たにその地域分析の方法も含めて、
次のような研究方法で進めていった。 

 
 (1) 離島の地域と研修に関する先行研究
（隣接領域も視野に） 

 (2) 各離島の施設・機関のソーシャルワー
カーへのヒアリング分析 
① 現状の研修体制 
② 研修体制の問題とニーズ 
③ 今後の課題 
 (3) 離島における新たな研修体制への吟味 
  ① 論文や学会で発信 
  ② 新たな研修体制の可能性 
  
４．研究成果 
 まず平成 25 年度は、先行研究の渉猟を行
い、この領域の研究の必要性が唱えられてい
るにもかかわらず、ほとんどないことを明ら
かにした。そのうえで隣接領域も含めて、先
行研究を進めていった。その結果も、離島に
はどのような施設があり、どのような専門職
がいるのかという実態調査がある程度であ
った。そのため、具体的な研修状況はわから
ず、離島のソーシャルワーカーの専門性のス
キル・アップの必要性を改めて実感した。 
 そこで、このような状況をふまえ、基礎研
究から始めて次のような成果を示した。 
 
 (1) 離島の地域と研修に関する先行研究 
 すでに述べてきたように、離島の社会福祉
に関する先行研究は、ほとんどない状況であ
った。数本ある先駆的論文を見る限り、特定
の離島（沖縄県）の分析、高齢者サービスの
現状と問題、福祉施設や事業所の立ち上げ問
題、というようにハード面に焦点化したもの
ばかりで、ソフト面（専門職の質やスキル・
アッププログラムの検討など）はほとんどな
いのが現状であることが理解できた。 
 
 (2) 離島の施設・機関のソーシャルワーカ
ーへのヒアリング分析 
① 現状の研修体制 

 本研究中では、大島の社会福祉法人椿の里
の特別養護老人ホーム大島老人ホーム、因島
の社会福祉法人あおかげの特別養護老人ホ
ームしまなみ苑、佐渡市社会福祉協議会の事
務局長、研修担当者ソーシャルワーカーにヒ
アリングを行った。それ以前の利尻島でのヒ
アリングもふまえると、研修は多職種で仕事
に支障が出ないように行われていた。また研
修は、その地域や全国に派遣された職員が研
修内容を持ち帰り、行われていたものが多か
った。 
 
  ② 研修体制の問題とニーズ 
 ①の現状をふまえると、あまり体系的に行
われているといえない状況がみられた。しか
し一方で、因島は離島であるが、車でも広島
市内にアクセスできるということから、研修
に取り組みやすい要素があった。つまりアク
セスの問題は、研修にとって非常に大きな障
害となっていることがわかった。次の問題は、



研修プログラムを作る担当者のことであっ
た。とくに、看護師や介護士の職員は、医学
的、介護的な研修内容に焦点化したプログラ
ム内容が多かった。そして、法人全体が職員
の研修によるスキル・アップのために予算を
組んでいない問題がある。さらに個人的に研
修費用を支出できる余裕がないことやスキ
ル・アップの意欲・意識も希薄であった。 
 しかしその一方で、福祉分野の職員は、福
祉に関する研修を要望している。佐渡島では、
個人負担で資格をとったり、どのようにした
ら幅広いスキル・アップの研修を組むことが
できるかということに頭を悩ませているソ
ーシャルワーカーもいた。 
 
  ③ 今後の課題 
 ②の問題で指摘したことをふまえると、本
研究で可能な範囲は、これまである多様な研
修プログラムの吟味と、それを運用していく
離島のタイプ別のシステム作りの具体的か
つ実現可能な提案作りを行っていくことに
絞ることから始めなければならない。 
 
 (3) 離島における新たな体制への吟味 
  ① 論文や学会での発信 
 まだ始まったばかりの離島のソーシャル
ワーカーへの研修については、方法論研究者
たちに、まず離島の問題と研究や実践（演習）
協力を得るために発信を行うことにした。具
体的にはまず、平成 28 年 3 月発行の「離島
における福祉施設職員の研修の実態に関す
る考察―伊豆大島でのヒアリング調査によ
る質的分析―」『福祉社会研究』京都府立大学
で本研究の成果を示した。また、平成 28年 9
月の日本社会福祉学会では「離島における福
祉施設職員の研修の実態―A 島でのヒアリン
グ調査からの考察―」というテーマで報告を
行う予定である。このように、新たに研修体
制を作るために離島に関心を持ってもらう
ことと協力を得るための発信は継続してい
く予定である。 
  
 ② 新たな研修体制の可能性 
本研究で明らかになった問題を通して、ソ
フト面での体制づくりの可能性の視点が見
えてきた。具体的には、第 1に離島を持って
いる都道府県の福祉系大学や養成機関の活
用を考え、福祉の研修教材作りと研修講師を
依頼するシステムの構築である。その際、施
設・機関も社会福祉士や介護福祉士などの国
家資格の実習施設となる工夫（例えば、実習
指導者資格を有する職員の確保）を行い、研
修教員への依頼をスムースにしていくこと
が必要となる。 
また、研究代表者や分担者はオリジナルな
研修プログラム（コンピュータ支援ツールも
含めて）をこれまで作成してきている。それ
を必要であれば離島のソーシャルワーカー
用に改良し、シュミレーションしていくこと
が次の課題となる。そこに、早い段階で具体

的な可能性が生まれると考えている。 
最後に、ソーシャルワーカーの質の向上の
ためには、施設・機関が研修や資格取得の予
算を確保し、それによるソーシャルワーカー
自身のモチベーションを上げていくことも
重要な課題である。 
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